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国土交通省運輸審議会 



 

 

は し が き 

 

 

 平成２６年１月から同年６月までの６ヶ月における運輸審議会の業務の概要を明ら

かにするため、運輸審議会半年報をここに刊行する。 

 この半年報は、運輸審議会一般規則（昭和２７年運輸省令第８号）第７条の規定に基

づく業務報告書として作成したもので、同期間における運輸審議会の活動概要、事案処

理状況、当審議会の委員の構成等を集録している。 

 この半年報が運輸に関する諸問題の理解の参考になれば幸いである。 
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Ⅰ 今期の活動概要 

 

■ 概 況 

 今期は、運賃関係が答申８件（一般乗

合旅客自動車運送事業８件）、許可等関

係が、答申１件（航空１件）であった。 

 

１ 運賃関係事案 

○ 一般乗合旅客自動車運送事業 

 前期 12 月 17 日に諮問された九州産交

バス㈱、産交バス㈱、熊本都市バス㈱、

熊本電気鉄道㈱及び熊本バス㈱の一般乗

合旅客自動車運送事業の上限運賃変更認

可申請事案について、１月９日、16 日

及び 23 日審議の上、同月 30 日認可する

ことが適当である旨答申した。 

 １月 21 日に諮問された道北バス㈱及

び旭川電気軌道㈱の一般乗合旅客自動車

運送事業の上限運賃変更認可申請事案に

ついて、同月 30 日及び２月６日審議の

上、同月 13 日認可することが適当であ

る旨答申した。 

 ４月３日に諮問された長電バス㈱の一

般乗合旅客自動車運送事業の上限運賃変

更認可申請事案について、同月 17 日の

審議後、５月 27 日に諮問事項の変更が

なされたことから、同日、６月５日、同

月 12 日、17 日審議の上、同月 19 日認

可することが適当である旨答申した。 

 

２ 許可等関係事案 

○ 定期航空運送事業 

 ４月 1０日に諮問された春秋航空日本

㈱からの成田国際空港に係る混雑空港運

航許可申請事案について、４月 24 日、

５月８日審議の上、同月 13 日許可する

ことが適当である旨答申した。 

 

３ その他事案 

○ 運輸安全関係事案 

 運輸安全マネジメントの現状について、

３月 20 日に運輸審議会本審議会・運輸

安全確保部会合同会議において、大臣官

房運輸安全監理官から説明を聴取し、意

見交換を行った。 

 

○ 現地調査 

 ３月６日に東京国際（羽田）空港国際

線旅客ターミナルについて、現地調査を

行った。 

 

○ 報告聴取等 

 28 件の案件について報告の聴取等を

行った。 

 

 

 

東京国際（羽田）空港 

国際線旅客ターミナルでの現地調査 



0 8 1 0 0 0 9

0 0 0 0 0 0 0
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3 5 2 2 0 16 28

0 0 1 0 0 0 1
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Ⅲ 答申の概要 

 

 

 今期は、一般乗合旅客自動車運送事業関係８件、航空関係１件の合計９件について、国

土交通大臣からの諮問に対して答申をした。その概要は次のとおりである。 

 

１．九州産交バス株式会社からの一般乗合旅客自動車運送事業の上限運賃変更認可申請事案 

 

申請者である九州産交バス株式会社は、熊本県熊本市他を営業エリアとしているが、輸送

需要の減少及び燃料費の高騰により、収支の均衡を保つことが困難になってきているため、

平成１０年３月１日から実施している現行運賃を改定し、収支の改善を図ろうとして、一般

乗合旅客自動車運送事業の上限運賃変更（対キロ区間制運賃の基準賃率３０円７０銭を３６

円５０銭に改定する等）の認可申請を行ったものである。 

国土交通大臣から平成２５年１２月１７日に諮問を受け、当審議会は慎重に審議した結果、

平成２６年１月３０日に申請どおり認可することが適当である旨の答申をした。 

 

２．産交バス株式会社からの一般乗合旅客自動車運送事業の上限運賃変更認可申請事案 

 

申請者である産交バス株式会社は、熊本県熊本市他を営業エリアとしているが、輸送需要

の減少及び燃料費の高騰により、収支の均衡を保つことが困難になってきているため、平成

１０年３月１日から実施している現行運賃を改定し、収支の改善を図ろうとして、一般乗合

旅客自動車運送事業の上限運賃変更（対キロ区間制運賃の基準賃率３１円５０銭を３６円５

０銭に改定する等）の認可申請を行ったものである。 

国土交通大臣から平成２５年１２月１７日に諮問を受け、当審議会は慎重に審議した結果、

平成２６年１月３０日に申請どおり認可することが適当である旨の答申をした。 

 

３．熊本都市バス株式会社からの一般乗合旅客自動車運送事業の上限運賃変更認可申請事案 

 

申請者である熊本都市バス株式会社は、熊本県熊本市他を営業エリアとしているが、輸送

需要の減少及び燃料費の高騰により、収支の均衡を保つことが困難になってきているため、

平成２１年４月１日から実施している現行運賃を改定し、収支の改善を図ろうとして、一般

乗合旅客自動車運送事業の上限運賃変更（対キロ区間制運賃の基準賃率３１円５０銭を３６

円５０銭に改定する等）の認可申請を行ったものである。 

国土交通大臣から平成２５年１２月１７日に諮問を受け、当審議会は慎重に審議した結果、

平成２６年１月３０日に申請どおり認可することが適当である旨の答申をした。 

 

４．熊本電気鉄道株式会社からの一般乗合旅客自動車運送事業の上限運賃変更認可申請事案 
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申請者である熊本電気鉄道株式会社は、熊本県熊本市他を営業エリアとしているが、輸送

需要の減少及び燃料費の高騰により、収支の均衡を保つことが困難になってきているため、

平成１０年３月１日から実施している現行運賃を改定し、収支の改善を図ろうとして、一般

乗合旅客自動車運送事業の上限運賃変更（対キロ区間制運賃の基準賃率２９円４０銭を３４

円００銭に改定する等）の認可申請を行ったものである。 

国土交通大臣から平成２５年１２月１７日に諮問を受け、当審議会は慎重に審議した結果、

平成２６年１月３０日に申請どおり認可することが適当である旨の答申をした。 

 

５．熊本バス株式会社からの一般乗合旅客自動車運送事業の上限運賃変更認可申請事案 

 

申請者である熊本バス株式会社は、熊本県熊本市他を営業エリアとしているが、輸送需要

の減少及び燃料費の高騰により、収支の均衡を保つことが困難になってきているため、平成

１０年３月１日から実施している現行運賃を改定し、収支の改善を図ろうとして、一般乗合

旅客自動車運送事業の上限運賃変更（対キロ区間制運賃の基準賃率３１円５０銭を３６円８

０銭に改定する等）の認可申請を行ったものである。 

国土交通大臣から平成２５年１２月１７日に諮問を受け、当審議会は慎重に審議した結果、

平成２６年１月３０日に申請どおり認可することが適当である旨の答申をした。 

 

６．道北バス株式会社からの一般乗合旅客自動車運送事業の上限運賃変更認可申請事案 

 

申請者である道北バス株式会社は、北海道旭川市他を営業エリアとしているが、輸送需要

の減少及び燃料費の高騰並びに消費税率（地方消費税率を含む。以下同じ。）引上げにより、

収支の均衡を保つことが困難になってきているため、平成９年１２月１日から実施している

現行運賃を改定し、収支の改善を図ろうとして、一般乗合旅客自動車運送事業の上限運賃変

更（対キロ区間制運賃の基準賃率３９円００銭を４２円５０銭（うち消費税率引上げに伴う

税負担の転嫁分（以下「税率引上げ転嫁分」という。）は１円１０銭））に改定する等）の

認可申請を行ったものである。 

国土交通大臣から平成２６年１月２１日に諮問を受け、当審議会は慎重に審議した結果、

同年２月１３日に申請どおり認可することが適当である旨の答申をした。 

 

７．旭川電気軌道株式会社からの一般乗合旅客自動車運送事業の上限運賃変更認可申請事案 

 

申請者である旭川電気軌道株式会社は、北海道旭川市他を営業エリアとしているが、輸送

需要の減少及び燃料費の高騰並びに消費税率引上げにより、収支の均衡を保つことが困難に

なってきているため、平成９年１２月１日から実施している現行運賃を改定し、収支の改善

を図ろうとして、一般乗合旅客自動車運送事業の上限運賃変更（対キロ区間制運賃の基準賃

率３１円６０銭を３４円８０銭（うち税率引上げ転嫁分は０円８０銭）に改定する等）の認

可申請を行ったものである。 

国土交通大臣から平成２６年１月２１日に諮問を受け、当審議会は慎重に審議した結果、
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同年２月１３日に申請どおり認可することが適当である旨の答申をした。 

 

８．長電バス株式会社からの一般乗合旅客自動車運送事業の上限運賃変更認可申請事案 

 

申請者である長電バス株式会社は、長野市、須坂市他を営業エリアとしているが、輸送需

要の減少及び燃料費の高騰並びに消費税率引上げにより、収支の均衡を保つことが困難にな

ってきているため、平成２４年７月１日から実施している現行運賃を改定し、収支の改善を

図ろうとして、一般乗合旅客自動車運送事業の上限運賃変更（対キロ区間制運賃の基準賃率

５０円２０銭を５７円８０銭（うち税率引上げ転嫁分は１円６０銭）に改定する等）の認可

申請を行ったものである。なお、同社は、５月９日付けで一般乗合旅客自動車運送事業の上

限運賃変更の内容を変更（対キロ区間制運賃の基準賃率５０円２０銭を５５円９０銭（うち

税率引上げ転嫁分は１円５０銭）に改定する等）した。 

国土交通大臣から平成２６年４月３日に諮問を、５月２７日に諮問事項の変更を受け、当

審議会は慎重に審議した結果、６月１９日に申請どおり認可することが適当である旨の答申

をした。 

また、答申に併せて、国土交通大臣に対し、次のような要望を行った。 

○ 長電バス株式会社は一昨年７月にも一般乗合旅客自動車運送事業の運賃改定を行って

おり、本事案が前回改定から短期間での運賃改定となる異例なものであることに鑑み、

審議に際し提出された同社作成の「経営改善計画について」（平成２６年５月９日）を

着実に実施し、改定後の運賃水準が可能な限り長期間維持されるよう、同社を指導する

とともに、その実施状況等について適宜報告を聴取するよう留意すること 

○ 地域公共交通の確保・維持・改善のためには地域全体での取組が重要であることに鑑

み、地域の実情把握や関係地方公共団体はじめ地域との連携に努め、長電バス株式会社

に対する他社での利用促進・需要喚起方策の紹介を行うほか、必要に応じ、関係地方公

共団体への助言・調整等を行うこと 

 

９．春秋航空日本株式会社からの混雑空港（成田国際空港）運航許可申請事案 

 

申請者である春秋航空日本株式会社は、成田（成田国際空港）～佐賀、成田（成田国際空

港）～高松及び成田（成田国際空港）～広島間において国内定期航空運送事業を経営するた

め、本件申請を行ったものである。 

国土交通大臣から平成２６年４月１０日に諮問を受け、当審議会は慎重に審議した結果、

申請者の運航計画に定める発着が成田国際空港の発着調整基準に合致するものと認められる

等、運航計画が航空機の運航の安全上適切なものであると認められること、また、申請者に

よる当該路線の運航は、他の本邦航空運送事業者の運航とあいまって、一層の多頻度運航と

競争の促進を図るとともに、訪日外国人も含め利用者利便の一層の向上に寄与するものであ

ること等、当該混雑空港を適切かつ合理的に使用するものであると認められることから、同

年５月１３日に申請どおり許可することが適当である旨の答申をした。 



- 7 - 

Ⅳ 答申書 

 

一般乗合旅客自動車 

 

○国土交通省告示第 121 号（平成 26 年 2 月 12 日） 

 

国 運 審 第 １ ８ 号 

平成２６年１月３０日 

 

 

  国土交通大臣  太田 昭宏 殿 

 

 

           運輸審議会会長  上野 文雄 

 

 

答    申    書 

 

     九州産交バス株式会社の一般乗合旅客自動車運送事業の 

     上限運賃変更認可申請について 

 

 

平２５第５００１号 

 

 

 平成２５年１２月１７日付け国自旅第３３０号をもって諮問された上記の事

案については、審議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

九州産交バス株式会社の申請に係る一般乗合旅客自動車運送事業の運賃の変

更については、次の額を上限として認可することが適当である。 

キロ当たり賃率３６円５０銭に基づく対キロ区間制運賃とする。ただし、最初

の２キロメートルまでの間についてはその２倍、１０キロメートルを超え２０

キロメートルまでの間についてはその０．９倍、２０キロメートルを超え３０

キロメートルまでの間についてはその０．８倍、３０キロメートルを超える部

分についてはその０．７倍の賃率を適用するものとし、また、初乗運賃は、１

５０円とする。 

 

理    由 

 

１．申請者は、平成１０年３月１日から現行運賃を実施しているものであるが、

その後、輸送需要の減少及び燃料費の高騰により、収支の均衡を保つことが

困難になってきているため、運賃を改定することにより収支の改善を図ろう

として、本申請を行ったものである。 

 

２．当審議会に提出された資料その他によって検討した結果、新運賃算定の基

礎となるべき地域別標準原価方式による適正な運送原価（能率的な経営の下

における適正な原価に適正な利潤を加えたもの）に基づく平年度である平成

２６年度の収支状況の見通しは、次のとおりである。 

  現行運賃による総収入（補助金を含む。）は２，８４４百万円、適正な運

送原価は３，２３３百万円と推定され、差引き３８９百万円の損失を生ずる

ものと認められる。これに対し、運賃を主文のとおり改定すれば、総収入（補

助金を含む。）は３，２１２百万円となり、差引き２１百万円の損失を生ず

るものと見込まれる。 

 

３．以上により、本申請は、道路運送法第９条第２項の基準に適合するものと

認める。 
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国 運 審 第 １ ９ 号 

平成２６年１月３０日 

 

 

  国土交通大臣  太田 昭宏 殿 

 

 

           運輸審議会会長  上野 文雄 

 

 

答    申    書 

 

      産交バス株式会社の一般乗合旅客自動車運送事業の 

      上限運賃変更認可申請について 

 

 

平２５第５００２号 

 

 

 平成２５年１２月１７日付け国自旅第３３０号をもって諮問された上記の事

案については、審議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

産交バス株式会社の申請に係る一般乗合旅客自動車運送事業の運賃の変更に

ついては、次の額を上限として認可することが適当である。 

キロ当たり賃率３６円５０銭に基づく対キロ区間制運賃とする。ただし、最初

の２キロメートルまでの間についてはその２倍、１０キロメートルを超え２０

キロメートルまでの間についてはその０．９倍、２０キロメートルを超え３０

キロメートルまでの間についてはその０．８倍、３０キロメートルを超える部

分についてはその０．７倍の賃率を適用するものとし、また、初乗運賃は、１

５０円とする。 

 

理    由 

 

１．申請者は、平成１０年３月１日から現行運賃を実施しているものであるが、

その後、輸送需要の減少及び燃料費の高騰により、収支の均衡を保つことが

困難になってきているため、運賃を改定することにより収支の改善を図ろう

として、本申請を行ったものである。 

 

２．当審議会に提出された資料その他によって検討した結果、新運賃算定の基

礎となるべき地域別標準原価方式による適正な運送原価（能率的な経営の下

における適正な原価に適正な利潤を加えたもの）に基づく平年度である平成

２６年度の収支状況の見通しは、次のとおりである。 

  現行運賃による総収入（補助金を含む。）は２，５３０百万円、適正な運

送原価は２，７８１百万円と推定され、差引き２５１百万円の損失を生ずる

ものと認められる。これに対し、運賃を主文のとおり改定すれば、総収入（補

助金を含む。）は２，６２５百万円となり、差引き１５６百万円の損失を生

ずるものと見込まれる。 

 

３．以上により、本申請は、道路運送法第９条第２項の基準に適合するものと

認める。 
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国 運 審 第 ２ ０ 号 

平成２６年１月３０日 

 

 

  国土交通大臣  太田 昭宏 殿 

 

 

           運輸審議会会長  上野 文雄 

 

 

答    申    書 

 

     熊本都市バス株式会社の一般乗合旅客自動車運送事業の 

     上限運賃変更認可申請について 

 

 

平２５第５００３号 

 

 

 平成２５年１２月１７日付け国自旅第３３０号をもって諮問された上記の事

案については、審議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

熊本都市バス株式会社の申請に係る一般乗合旅客自動車運送事業の運賃の変

更については、次の額を上限として認可することが適当である。 

キロ当たり賃率３６円５０銭に基づく対キロ区間制運賃とする。ただし、最初

の２キロメートルまでの間についてはその２倍、１０キロメートルを超え２０

キロメートルまでの間についてはその０．９倍、２０キロメートルを超え３０

キロメートルまでの間についてはその０．８倍、３０キロメートルを超える部

分についてはその０．７倍の賃率を適用するものとし、また、初乗運賃は、１

５０円とする。 

 

理    由 

 

１．申請者は、平成２１年４月１日から現行運賃を実施しているものであるが、

その後、輸送需要の減少及び燃料費の高騰により、収支の均衡を保つことが

困難になってきているため、運賃を改定することにより収支の改善を図ろう

として、本申請を行ったものである。 

 

２．当審議会に提出された資料その他によって検討した結果、新運賃算定の基

礎となるべき地域別標準原価方式による適正な運送原価（能率的な経営の下

における適正な原価に適正な利潤を加えたもの）に基づく平年度である平成

２６年度の収支状況の見通しは、次のとおりである。 

  現行運賃による総収入（補助金を含む。）は１，１７３百万円、適正な運

送原価は１，４３９百万円と推定され、差引き２６７百万円の損失を生ずる

ものと認められる。これに対し、運賃を主文のとおり改定すれば、総収入（補

助金を含む。）は１，２８８百万円となり、差引き１５１百万円の損失を生

ずるものと見込まれる。 

 

３．以上により、本申請は、道路運送法第９条第２項の基準に適合するものと

認める。 
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国 運 審 第 ２ １ 号 

平成２６年１月３０日 

 

 

  国土交通大臣  太田 昭宏 殿 

 

 

           運輸審議会会長  上野 文雄 

 

 

答    申    書 

 

     熊本電気鉄道株式会社の一般乗合旅客自動車運送事業の 

     上限運賃変更認可申請について 

 

 

平２５第５００４号 

 

 

 平成２５年１２月１７日付け国自旅第３３０号をもって諮問された上記の事

案については、審議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

熊本電気鉄道株式会社の申請に係る一般乗合旅客自動車運送事業の運賃の変

更については、次の額を上限として認可することが適当である。 

キロ当たり賃率３４円００銭に基づく対キロ区間制運賃とする。ただし、最初

の２キロメートルまでの間についてはその２倍、１０キロメートルを超え２０

キロメートルまでの間についてはその０．９倍、２０キロメートルを超え３０

キロメートルまでの間についてはその０．８倍、３０キロメートルを超える部

分についてはその０．７倍の賃率を適用するものとし、また、初乗運賃は、１

５０円とする。 

 

理    由 

 

１．申請者は、平成１０年３月１日から現行運賃を実施しているものであるが、

その後、輸送需要の減少及び燃料費の高騰により、収支の均衡を保つことが

困難になってきているため、運賃を改定することにより収支の改善を図ろう

として、本申請を行ったものである。 

 

２．当審議会に提出された資料その他によって検討した結果、新運賃算定の基

礎となるべき地域別標準原価方式による適正な運送原価（能率的な経営の下

における適正な原価に適正な利潤を加えたもの）に基づく平年度である平成

２６年度の収支状況の見通しは、次のとおりである。 

  現行運賃による総収入（補助金を含む。）は１，０３０百万円、適正な運

送原価は１，２０１百万円と推定され、差引き１７１百万円の損失を生ずる

ものと認められる。これに対し、運賃を主文のとおり改定すれば、総収入（補

助金を含む。）は１，１４６百万円となり、差引き５５百万円の損失を生ず

るものと見込まれる。 

 

３．以上により、本申請は、道路運送法第９条第２項の基準に適合するものと

認める。 
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国 運 審 第 ２ ２ 号 

平成２６年１月３０日 

 

 

  国土交通大臣  太田 昭宏 殿 

 

 

           運輸審議会会長  上野 文雄 

 

 

答    申    書 

 

      熊本バス株式会社の一般乗合旅客自動車運送事業の 

      上限運賃変更認可申請について 

 

 

平２５第５００５号 

 

 

 平成２５年１２月１７日付け国自旅第３３０号をもって諮問された上記の事

案については、審議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

熊本バス株式会社の申請に係る一般乗合旅客自動車運送事業の運賃の変更に

ついては、次の額を上限として認可することが適当である。 

キロ当たり賃率３６円８０銭に基づく対キロ区間制運賃とする。ただし、最初

の２キロメートルまでの間についてはその２倍、１０キロメートルを超え２０

キロメートルまでの間についてはその０．９倍、２０キロメートルを超え３０

キロメートルまでの間についてはその０．８倍、３０キロメートルを超える部

分についてはその０．７倍の賃率を適用するものとし、また、初乗運賃は、１

５０円とする。 

 

理    由 

 

１．申請者は、平成１０年３月１日から現行運賃を実施しているものであるが、

その後、輸送需要の減少及び燃料費の高騰により、収支の均衡を保つことが

困難になってきているため、運賃を改定することにより収支の改善を図ろう

として、本申請を行ったものである。 

 

２．当審議会に提出された資料その他によって検討した結果、新運賃算定の基

礎となるべき地域別標準原価方式による適正な運送原価（能率的な経営の下

における適正な原価に適正な利潤を加えたもの）に基づく平年度である平成

２６年度の収支状況の見通しは、次のとおりである。 

  現行運賃による総収入（補助金を含む。）は７６７百万円、適正な運送原

価は１，００５百万円と推定され、差引き２３８百万円の損失を生ずるもの

と認められる。これに対し、運賃を主文のとおり改定すれば、総収入（補助

金を含む。）は８４６百万円となり、差引き１６０百万円の損失を生ずるも

のと見込まれる。 

 

３．以上により、本申請は、道路運送法第９条第２項の基準に適合するものと

認める。 
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○国土交通省告示第 163 号（平成 26 年 2 月 26 日） 

 

国 運 審 第 ２ ４ 号 

平成２６年２月１３日 

 

 

  国土交通大臣  太田 昭宏 殿 

 

 

           運輸審議会会長  上野 文雄 

 

 

答    申    書 

 

      道北バス株式会社の一般乗合旅客自動車運送事業の 

      上限運賃変更認可申請について 

 

 

平２６第５００１号 

 

 

 平成２６年１月２１日付け国自旅第３７８号をもって諮問された上記の事案

については、審議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

道北バス株式会社の申請に係る一般乗合旅客自動車運送事業の運賃の変更に

ついては、次の額を上限として認可することが適当である。 

（１）旭川市内の特定路線 

   半区１７０円、１区１９０円、２区２２０円（うち消費税率（地方消費税

率を含む。以下同じ。）引上げに伴う税負担の転嫁分（以下「税率引上げ

転嫁分」という。）は１０円）、以後１区増す毎に２０円加算の特殊区間

制運賃とする。 

（２）その他の路線 

   キロ当たり賃率４２円５０銭（うち税率引上げ転嫁分は１円１０銭）に基

づく対キロ区間制運賃とする。ただし、最初の２キロメートルまでの間に

ついてはその２倍、１０キロメートルを超え２０キロメートルまでの間に

ついてはその０．９倍、２０キロメートルを超え３０キロメートルまでの

間についてはその０．８倍、３０キロメートルを超える部分についてはそ

の０．７倍の賃率を適用するものとし、また、初乗運賃は、１６０円とす

る。 

 

理    由 

 

１．申請者は、平成９年１２月１日から現行運賃を実施しているものであるが、

その後、輸送需要の減少及び燃料費の高騰並びに消費税率引上げにより、収

支の均衡を保つことが困難になってきているため、運賃を改定することによ

り収支の改善を図ろうとして、本申請を行ったものである。 

 

２．当審議会に提出された資料その他によって検討した結果、新運賃算定の基

礎となるべき地域別標準原価方式による適正な運送原価（能率的な経営の下

における適正な原価に適正な利潤を加えたもの）に基づく平年度である平成

２６年度の収支状況の見通しは、次のとおりである。 

  現行運賃による総収入（補助金を含む。）は１，５０４百万円、消費税率

引上げによる影響を考慮しない適正な運送原価は１，７７７百万円と推定さ

れ、差引き２７３百万円の損失を生ずるものと認められる。これに対し、運

賃を主文のとおり改定すれば、税率引上げ転嫁分を除く総収入（補助金を含

む。）は１，５５３百万円となり、差引き２２４百万円の損失を生ずるもの
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と見込まれる。 

 

３．また、税率引上げ転嫁分による増収率は２．５６％であり、消費税率引上

げ幅の１０８／１０５（約２．８６％増）以下である。 

 

４．以上により、本申請は、道路運送法第９条第２項の基準に適合するものと

認める。 
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国 運 審 第 ２ ５ 号 

平成２６年２月１３日 

 

 

  国土交通大臣  太田 昭宏 殿 

 

 

           運輸審議会会長  上野 文雄 

 

 

答    申    書 

 

     旭川電気軌道株式会社の一般乗合旅客自動車運送事業の 

     上限運賃変更認可申請について 

 

 

平２６第５００２号 

 

 

 平成２６年１月２１日付け国自旅第３７８号をもって諮問された上記の事案

については、審議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

旭川電気軌道株式会社の申請に係る一般乗合旅客自動車運送事業の運賃の変

更については、次の額を上限として認可することが適当である。 

（１）旭川市内の特定路線 

   半区１８０円、１区１９０円、２区２２０円（うち消費税率（地方消費税

率を含む。以下同じ。）引上げに伴う税負担の転嫁分（以下「税率引上げ

転嫁分」という。）は１０円）、以後１区増す毎に２０円加算の特殊区間

制運賃とする。 

（２）その他の路線 

   キロ当たり賃率３４円８０銭（うち税率引上げ転嫁分は０円８０銭）に基

づく対キロ区間制運賃とする。ただし、最初の２キロメートルまでの間に

ついてはその２倍、１０キロメートルを超え２０キロメートルまでの間に

ついてはその０．９倍、２０キロメートルを超え３０キロメートルまでの

間についてはその０．８倍、３０キロメートルを超える部分についてはそ

の０．７倍の賃率を適用するものとし、また、初乗運賃は、１６０円とす

る。 

 

理    由 

 

１．申請者は、平成９年１２月１日から現行運賃を実施しているものであるが、

その後、輸送需要の減少及び燃料費の高騰並びに消費税率引上げにより、収

支の均衡を保つことが困難になってきているため、運賃を改定することによ

り収支の改善を図ろうとして、本申請を行ったものである。 

 

２．当審議会に提出された資料その他によって検討した結果、新運賃算定の基

礎となるべき地域別標準原価方式による適正な運送原価（能率的な経営の下

における適正な原価に適正な利潤を加えたもの）に基づく平年度である平成

２６年度の収支状況の見通しは、次のとおりである。 

  現行運賃による総収入（補助金を含む。）は１，５３５百万円、消費税率

引上げによる影響を考慮しない適正な運送原価は１，６２９百万円と推定さ

れ、差引き９４百万円の損失を生ずるものと認められる。これに対し、運賃

を主文のとおり改定すれば、税率引上げ転嫁分を除く総収入（補助金を含む。）

は１，６０８百万円となり、差引き２１百万円の損失を生ずるものと見込ま



- 22 - 

れる。 

 

３．また、税率引上げ転嫁分による増収率は２．５８％であり、消費税率引上

げ幅の１０８／１０５（約２．８６％増）以下である。 

 

４．以上により、本申請は、道路運送法第９条第２項の基準に適合するものと

認める。 
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○国土交通省告示第 708 号（平成 26 年 6 月 27 日） 

 

国 運 審 第 １ １ 号 

平成２６年６月１９日 

 

 

  国土交通大臣  太田 昭宏 殿 

 

 

           運輸審議会会長  上野 文雄 

 

 

答    申    書 

 

      長電バス株式会社の一般乗合旅客自動車運送事業の  

      上限運賃変更認可申請について 

 

 

平２６第５００３号 

 

 

 平成２６年４月３日付け国自旅第１号をもって諮問された上記の事案について

は、審議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

長電バス株式会社の申請に係る一般乗合旅客自動車運送事業の運賃の変更につ

いては、次の額を上限として認可することが適当である。 

キロ当たり賃率５５円９０銭（うち消費税率（地方消費税率を含む。以下同じ。）

引上げに伴う税負担の転嫁分（以下「税率引上げ転嫁分」という。）は１円５０銭）

に基づく対キロ区間制運賃とする。ただし、最初の２キロメートルまでの間につい

てはその２倍、１０キロメートルを超え２０キロメートルまでの間についてはその

０．９倍、２０キロメートルを超え３０キロメートルまでの間についてはその０．

８倍、３０キロメートルを超える部分についてはその０．７倍の賃率を適用するも

のとし、また、初乗運賃は、１８０円（うち税率引上げ転嫁分は１０円）とする。 

 

理    由 

 

１．申請者は、平成２４年７月１日から現行運賃を実施しているものであるが、そ

の後、輸送需要の減少及び燃料費の高騰並びに消費税率引上げにより、収支の均

衡を保つことが困難になってきているため、運賃を改定することにより収支の改

善を図ろうとして、本申請を行ったものである。 

 

２．当審議会に提出された資料その他によって検討した結果、新運賃算定の基礎と

なるべき地域別標準原価方式による適正な運送原価（能率的な経営の下における

適正な原価に適正な利潤を加えたもの）に基づく平年度である平成２６年度の収

支状況の見通しは、次のとおりである。 

  現行運賃による総収入（補助金を含む。）は８９９百万円、消費税率引上げに

よる影響を考慮しない適正な運送原価は１，０３２百万円と推定され、差引き１

３３百万円の損失を生ずるものと認められる。これに対し、運賃を主文のとおり

改定すれば、税率引上げ転嫁分を除く総収入（補助金を含む。）は９４３百万円

となり、差引き８９百万円の損失を生ずるものと見込まれる。 

 

３．また、税率引上げ転嫁分による増収率は２．８５５％であり、消費税率引上げ

幅の１０８／１０５（約２．８５７％増）以下である。 

 

４．以上により、本申請は、道路運送法第９条第２項の基準に適合するものと認め

る。  
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要 望 事 項 

 

１．国土交通大臣は、長電バス株式会社は一昨年７月にも一般乗合旅客自動車運送

事業の運賃改定を行っており、本事案が前回改定から短期間での運賃改定となる

異例なものであることに鑑み、審議に際し提出された同社作成の「経営改善計画

について」（平成２６年５月９日）を着実に実施し、改定後の運賃水準が可能な

限り長期間維持されるよう、同社を指導するとともに、その実施状況等について

適宜報告を聴取するよう留意していただきたい。 

 

２．国土交通大臣は、地域公共交通の確保・維持・改善のためには地域全体での取

組が重要であることに鑑み、地域の実情把握や関係地方公共団体はじめ地域との

連携に努め、長電バス株式会社に対する他社での利用促進・需要喚起方策の紹介

を行うほか、必要に応じ、関係地方公共団体への助言・調整等を行っていただき

たい。 
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航 空 

 

 

○国土交通省告示第 566 号（平成 26 年 5 月 21 日） 

 

                       国 運 審 第 ６ 号 

                       平成２６年５月１３日 

 

  国土交通大臣  太田 昭宏 殿 

 

 

           運輸審議会会長  上野 文雄 

 

 

答    申    書 

 

春秋航空日本株式会社からの混雑空港運航許可申請について  

 

 

 

平２６第９００１号 

 

 

 平成２６年４月１０日付け国空事第１０７号をもって諮問された上記の事案につ

いては、審議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

春秋航空日本株式会社の申請に係る成田国際空港を使用して運航を行うことにつ

いては、許可することが適当である。 

 

理    由 

 

１．申請者は、別表に掲げる運航計画に基づき国内定期航空運送事業を経営するた

め、本件申請を行ったものである。 

 

２．当審議会に提出された資料、所管局から聴取した説明等に基づいて検討した結

果は、次のとおりである。 

 

（１）成田国際空港においては、発着規制として、１週間の発着回数を最大５，１

９２回にするとともに、３０分間の発着回数について６時台から２０時台まで

の間は出発を７回～２４回、到着を８回～２３回、合計を３０回～３２回と、

また、２１時台及び２２時台は、Ａ滑走路発着を８回～１６回、Ｂ’滑走路発

着を８回～１６回とするなどの発着調整基準が設けられている。 

   申請者の運航計画に定める成田国際空港での発着は、他の航空運送事業者を

含む時間帯ごとの使用状況等から判断すれば、この発着調整基準に合致するも

のと認められる。 

   また、申請者の運航計画は、成田国際空港における航空機整備等の所要時間

及び相対応する各空港の航空保安業務提供時間からも妥当なものであり、前記

発着調整基準に反するおそれはないものと認められる。 

   以上により、申請者の運航計画は航空機の運航の安全上適切なものと認めら

れる。 

 

（２）申請者が運航を行おうとする路線のうち、成田～佐賀間の路線は、現在、他

の本邦航空運送事業者の運航が行われておらず、申請者による当該路線の運航

は、輸送網を拡充し多様な輸送網を形成するとともに、訪日外国人も含め利用

者利便の一層の向上に寄与するものである。 

   また、申請者が運航を行おうとする他の路線については、現在、成田～高松

間の路線では、ジェットスター・ジャパン株式会社が１日２往復の運航を、成

田～広島間の路線では、アイベックスエアラインズ株式会社が１日１往復の運
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航を、それぞれ行っている。申請者によるこれらの路線の運航は、低価格な運

賃により成田国際空港を拠点とする国内線ネットワークの開設を図ろうとする

ものであり、他の本邦航空運送事業者の運航とあいまって、一層の多頻度運航

と競争の促進を図るとともに、訪日外国人も含め利用者利便の一層の向上に寄

与するものである。 

   これらのこと等を勘案すると、本件申請は成田国際空港を適切かつ合理的に

使用するものであると認められる。 

 

３．以上に掲げる理由により、本件申請は航空法第１０７条の３第３項各号に掲げ

る基準に適合するものと認める。 

 



別　表

運 航 回 数 運 航 開 始 日 使 用 航 空 機 の 型 式

１日２往復 平成26年6月27日 ボーイング式７３７－８００型

１日２往復 平成26年6月27日 ボーイング式７３７－８００型

１日２往復 平成26年6月27日 ボーイング式７３７－８００型成田（成田国際空港）～
広島

成田（成田国際空港）～
佐賀

路 線

成田（成田国際空港）～
高松
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Ⅴ 部会 
 

 

 ○運輸安全確保部会 

 

審議月日 
 

 

事 案 の 内 容 
 

 

開 催 場 所 
 

３月２０日 運輸安全マネジメントの現状について 

 

国土交通省２号館１６階

運輸安全会議室 
 

 

（備考） 運輸審議会本審議会・運輸安全確保部会合同会議として開催 

 

 

 

 



Ⅵ　報告聴取等

年 月 日 事 案 名 説 明 部 局

1 月 7 日 平成２５年の審議状況について 運輸審議会審理室

1月 14 日 地域公共交通の充実に向けた新たな枠組みの基本的な考え方について 総 合 政 策 局

1月 28 日 海上輸送の安全にかかわる情報（平成２４年度）について 海 事 局

2 月 4 日 消費税率引上げに伴う旅客鉄道運賃の上限変更認可申請について 鉄 道 局

2 月 6 日 消費税率引上げに伴う乗合バス運賃の上限変更認可申請について 自 動 車 局

2月 13 日 消費税率引上げに伴う乗合バス運賃の上限変更認可申請について 自 動 車 局

2月 18 日
地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の一部を改正する法律
案について

総 合 政 策 局

2月 20 日
国土交通月例経済（Ｈ２５年９月、１０月、１１月、１２月、Ｈ２６年１月）につ
いて

総 合 政 策 局

2月 25 日 株式会社海外交通・都市開発事業支援機構法案について 総 合 政 策 局

2月 27 日 港湾法の一部を改正する法律案について 港 湾 局

3 月 4 日 平成２６年度国土交通省税制改正について 大臣官房、総合政策局

3月 11 日 平成２６年度自動車局予算概要について 自 動 車 局

3月 13 日 タクシー「サービス向上」「安心利用」推進法の施行について 自 動 車 局

3月 18 日
海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律の一部を改正する法律
案について

海 事 局

3月 25 日 平成２６年度総合政策局予算概要について 総 合 政 策 局

3月 27 日 平成２６年度鉄道局予算概要について 鉄 道 局

4 月 1 日 平成２６年度航空局予算概要について 航 空 局

4 月 8 日 平成２６年度海事局予算概要について 海 事 局

4月 15 日 平成２６年度港湾局予算概要について 港 湾 局

4月 22 日
消費税率引上げに伴う乗合バス運賃及びタクシー運賃の転嫁状況等に
ついて

自 動 車 局

5月 15 日 平成２６年度観光庁関係予算概要について 観 光 庁

5月 20 日 海上保安業務の現状 海 上 保 安 庁

5月 22 日 気象衛星の現状と今後の展望について（ひまわり8号の打上げに向けて） 気 象 庁

5月 29 日
ＪＲ北海道に対する輸送の安全に関する事業改善命令及び事業の適切
かつ健全な運営に関する監督命令について

鉄 道 局

6 月 3 日 環境行動計画（２０１４年度～２０２０年度）について 総 合 政 策 局

6月 10 日 国土交通月例経済（平成２６年２月、３月、４月、５月）について 総 合 政 策 局

6月 24 日 交通政策審議会航空分科会基本政策部会とりまとめについて 航 空 局

6月 26 日 国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）について 総 合 政 策 局
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Ⅶ 委員の構成等 

 

○委員 

 

  平成２６年６月３０日現在の運輸審議会委員は、次のとおりである。 

 

区                          分 氏 名       

運 輸 審 議 会 会 長 上 野 文 雄 

会 長 の 職 務 を 代 理 す る 常 勤 の 委 員 鷹 箸 有宇壽 

運 輸 審 議 会 委 員（非 常 勤） 保  田  眞紀子 

運 輸 審 議 会 委 員（非 常 勤） 松 田 英 三 
運 輸 審 議 会 委 員（非 常 勤） 河 野 康 子 

運 輸 審 議 会 委 員（非 常 勤） 根 本 敏 則 

     （備考） 

委員の新任  根本 敏則 委員（平成 26 年２月 16 日付け） 

 

 

＜新委員紹介＞ 

 

 根本
ね も と

 敏則
としのり

 
 

昭和４７． ３    青森県立弘前高等学校卒業 

  ５１． ３    東京工業大学工学部卒業 

  ５６． ３    同   大学院理工学研究科 

社会工学専攻博士課程単位取得 

  ５７． ３    工学博士 

      ４    東京工業大学工学部助手 

  ５９． ７    建設省道路局企画課係長 

  ６１． ４    福岡大学経済学部助教授 

平成 ３． ４    同       教授 

   ９． ４    一橋大学商学部教授 

１２． ４    同   大学院商学研究科教授 

１４．１０    ブリティッシュコロンビア大学交通研究センター客員研究員 

（～１５．８退任） 

   ２６．２．１６ 運輸審議会委員 
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○運輸安全確保部会に属する委員及び専門委員 

 

  平成２６年６月３０日現在の運輸安全確保部会に属する委員及び専門委員は、次の

とおりである。  
 

区                          分 氏 名       

運 輸 安 全 確 保 部 会 部 会 長 鷹 箸 有宇壽 

部 会 長 の 職 務 を 代 理 す る 委 員 保 田 眞紀子 

委    員 松 田 英 三 

専 門 委 員 岡 本 満喜子 

専 門 委 員 河 内 啓 二 

専 門 委 員 酒 井 一 博 

専 門 委 員 髙   巌 

専 門 委 員 谷 口 綾 子 

専 門 委 員 中 條 武 志 

専 門 委 員 村 山 義 夫 

     （備考） 

専門委員の任命（再任） ７名全員（平成２６年４月１日付け） 

 

 

○事案処理職員 

 

    平成２６年６月３０日現在の事案処理職員は、次のとおりである。 
 

    官 職                       氏 名       

大臣官房審議官（運輸審議会審理室長） 若 林 陽 介 

総合政策局運輸審議会審理室調査官 杉 山 忠 継 

総合政策局運輸審議会審理室主査 笠 原 由加里 



運
輸
審
議
会
半
年
報 

平
成
２６
年
１
月
～
６
月 

    
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
   


